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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第38期中 第39期中 第38期

会計期間
自　2023年１月１日
至　2023年６月30日

自　2024年１月１日
至　2024年６月30日

自　2023年１月１日
至　2023年12月31日

売上高 （千円） 2,209,180 2,219,266 4,504,060

経常利益 （千円） 107,524 84,009 352,009

親会社株主に帰属する

中間（当期）純利益
（千円） 75,736 48,856 172,749

中間包括利益又は包括利益 （千円） 87,477 60,709 176,694

純資産額 （千円） 3,421,781 3,444,789 3,456,604

総資産額 （千円） 8,803,979 9,233,046 9,210,966

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 8.35 5.39 19.06

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.9 37.3 37.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △240,630 △67,077 △179,263

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △8,381 △24,145 △25,192

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △176,100 △45,544 65,292

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 2,167,160 2,315,698 2,451,432

　（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

　２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、当該事業に携わっている主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績の状況

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、景気については足踏みもみられるものの、経済活動の正常化が進

み、インバウンド需要の増加などがみられ、緩やかな回復傾向となっております。一方で、不安定な国際情勢、エ

ネルギー価格の高騰や円安傾向による消費者物価の継続的な上昇など、依然として先行き不透明な状況が続いてお

ります。

当中間連結会計期間においての卒業生(既存顧客)向けのイベントにつきましては、「ブリリアンツ地区予選大

会」の取扱金額は前年比約130%と好調に推移し、産地ツアーにおきましても１月に「京都初春ツアー」や４月に

「米沢ツアー」を開催し、好評を博しました。また、５～６月には当社恒例のイベントの中でも特に力を入れてい

る全国18会場で行われた「縁の会」と東京が会場となる日本最大級のきものの祭典「遊々会」には約2,300人にご

来場いただき、取扱金額が堅調に推移いたしました。

受講料無料のきもの着付け教室につきましては、新イメージキャラクターに冨永愛さんを採用し、当期の春限定

で開催いたしました「お試し３回無料着付け体験コース」の積極的なプロモーション活動を行い、新規のお客様へ

のアプローチに注力してまいりました。同コースは、従来の着付け教室とは大きく異なり、販売会は行わず着付け

のみとし、体験コース終了後ご希望される方には、受講料無料の本教室(５回)をご案内しております。体験会を実

施したことで春教室の応募者数は前年比約160%と好評をいただいており、同コースを実施していなかった前年と比

べ、春のレギュラー販売会の参加者数は前年比約120％となりました。

その結果、売上高は増加したものの、販売コストの上昇など販売費及び一般管理費の増加により減益となりまし

た。今後は、卒業生(既存顧客)向けの催事へ多くのお客様に足を運んでいただけるように消費者のニーズを的確に

見極めた魅力的なご提案ができるよう取り組んでまいります。

また、今年オープンいたしました新ECサイト「KAERUWA」では、今まで当社グループで取り扱いがなかった洗え

る着物・帯などのリーズナブルな価格帯の商品をメインとした「きものめぐり」、和装小物をメインとした「こも

のめぐり」の２つのコンテンツを追加し、ECサイトの充実を図っております。今後は、当社グループのシナジー効

果を活かし、当初より目標としている「和の総合サイト」を目指して、オリジナル商品の開発などにも注力してま

いります。

以上の結果、当中間連結会計期間の経営成績は、売上高2,219百万円（前年同期比0.5％増）となり、営業利益

105百万円（前年同期比15.8％減）、経常利益84百万円（前年同期比21.9％減）、親会社株主に帰属する中間純利

益48百万円（前年同期比35.5％減）となりました。

　なお、当社グループは、和服及び和装品の販売仲介を中心としたきもの関連事業の単一セグメントであるため、

セグメント情報に関連付けた記載を省略しております。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当中間連結会計期間末における流動資産は8,913百万円となり、前連結会計年度末に比べ46百万円増加いたしま

した。これは主に割賦売掛金が151百万円及び棚卸資産が14百万円増加した一方で、現金及び預金が123百万円減少

したこと等によるものであります。固定資産は319百万円となり、前連結会計年度末に比べ24百万円減少いたしま

した。これは主に投資その他の資産が19百万円及び有形固定資産が３百万円減少したこと等によるものでありま

す。

この結果、総資産は、9,233百万円となり、前連結会計年度末に比べ22百万円増加いたしました。

 

（負債）

　当中間連結会計期間末における流動負債は3,573百万円となり、前連結会計年度末に比べ246百万円減少いたしま

した。これは主に短期借入金が254百万円減少したこと等によるものであります。固定負債は2,214百万円となり、

前連結会計年度末に比べ280百万円増加いたしました。これは主に長期借入金が281百万円増加したこと等によるも

のであります。

この結果、負債合計は、5,788百万円となり、前連結会計年度末に比べ33百万円増加いたしました。
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（純資産）

　当中間連結会計期間末における純資産合計は3,444百万円となり、前連結会計年度末に比べ11百万円減少いたし

ました。これは主に親会社株主に帰属する中間純利益48百万円、剰余金の配当72百万円及び為替換算調整勘定が10

百万円増加したこと等によるものであります。

　この結果、自己資本比率は37.3％（前連結会計年度末は37.5％）となりました。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。）は、2,315百万円（前年同期は2,167

百万円）となりました。なお、当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下

のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により使用した資金は67百万円（前年同期は240百万円の使用）となりました。これは主に税金等調整

前中間純利益84百万円、割賦売掛金の増加151百万円、契約負債の増加94百万円、法人税等の支払額71百万円、創

業者功労金の支払額50百万円及び営業未払金の増加15百万円等によるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は24百万円（前年同期は８百万円の使用）となりました。これは主に定期預金の預

入による支出16百万円、敷金及び保証金の差入による支出９百万円等によるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は45百万円（前年同期は176百万円の使用）となりました。これは長期借入れによ

る収入1,650百万円、長期借入金の返済による支出1,623百万円及び配当金の支払額72百万円によるものでありま

す。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5) 経営方針・経営戦略等

　当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針、経営戦略等について重要な変更はありませ

ん。

 

(6）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更

はありません。

 

(7) 経営成績に重要な影響を与える要因

　当中間連結会計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はありま

せん。

 

(8) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当中間連結会計期間において、当社グループの資本の財源及び資金の流動性についての分析について重要な変更

はありません。

 

(9）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 33,000,000

計 33,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数（株）

（2024年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2024年８月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 9,134,000 9,134,000
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数

100株

計 9,134,000 9,134,000 － －

（注）普通株式は完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総 数 残 高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増 減 額
（千円）

資本準備金
残 高
（千円）

　2024年１月１日～

2024年６月30日
－ 9,134,000 － 478,198 － 354,973
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（５）【大株主の状況】

  2024年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

吉田　重久 THAILAND 4,885,300 53.88

日本和装加盟店持株会 東京都港区六本木六丁目２－31 335,700 3.70

日本和装ホールディングス

社員持株会
東京都港区六本木六丁目２－31 208,900 2.30

道面　義雄 東京都港区 97,300 1.07

金室　貴久 東京都板橋区 90,900 1.00

となみ織物株式会社
京都府京都市上京区寺之内通堀川西入東

西町405
68,000 0.75

日本和装講師持株会 東京都港区六本木六丁目２－31 59,900 0.66

GMOクリック証券株式会社 東京都渋谷区道玄坂一丁目２－３ 58,000 0.63

奥津　利彦 神奈川県小田原市 51,700 0.57

木津　貴章 福井県越前市 50,000 0.55

計 － 5,905,700 65.14

(注）上記大株主の状況欄には、当社が所有する自己株式を除いております。当社は、自己株式を68,400株所有しており

発行済株式総数に対する割合は0.75％であります。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 68,400 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 9,056,900 90,569 －

単元未満株式 普通株式 8,700 － －

発行済株式総数  9,134,000 － －

総株主の議決権  － 90,569 －

 

②【自己株式等】

    2024年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本和装ホール

ディングス株式会

社

東京都港区六本木

六丁目２番31号
68,400 － 68,400 0.75

計 － 68,400 － 68,400 0.75

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本和装ホールディングス株式会社(E05631)

半期報告書

 7/19



第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　また、当社は、連結財務諸表規則第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年１月１日から2024年６

月30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けておりま

す。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2023年12月31日)

当中間連結会計期間
(2024年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,670,584 2,547,241

営業未収入金 253,171 245,332

割賦売掛金 5,407,529 5,558,692

棚卸資産 ※１ 106,206 ※１ 120,561

その他 504,511 519,427

貸倒引当金 △74,850 △77,655

流動資産合計 8,867,153 8,913,598

固定資産   

有形固定資産 128,793 125,037

無形固定資産 24,265 22,805

投資その他の資産 190,754 171,604

固定資産合計 343,813 319,447

資産合計 9,210,966 9,233,046

負債の部   

流動負債   

営業未払金 33,190 48,668

短期借入金 ※２,※３ 2,773,886 ※２,※３ 2,519,497

未払法人税等 84,754 32,995

契約負債 373,642 468,271

営業預り金 35,186 42,934

その他 520,155 461,554

流動負債合計 3,820,817 3,573,922

固定負債   

長期借入金 ※３ 1,923,977 ※２,※３ 2,205,346

関係会社事業損失引当金 3,567 2,988

その他 6,000 6,000

固定負債合計 1,933,544 2,214,334

負債合計 5,754,361 5,788,257

純資産の部   

株主資本   

資本金 478,198 478,198

資本剰余金 292,211 292,211

利益剰余金 2,693,418 2,669,750

自己株式 △22,629 △22,629

株主資本合計 3,441,199 3,417,530

その他の包括利益累計額   

繰延ヘッジ損益 △559 1,254

為替換算調整勘定 15,964 26,004

その他の包括利益累計額合計 15,405 27,258

純資産合計 3,456,604 3,444,789

負債純資産合計 9,210,966 9,233,046
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

売上高 2,209,180 2,219,266

売上原価 197,351 188,636

売上総利益 2,011,829 2,030,630

販売費及び一般管理費 ※ 1,886,319 ※ 1,924,905

営業利益 125,510 105,724

営業外収益   

受取利息 917 958

助成金収入 2,009 135

為替差益 － 1,094

固定資産売却益 1,345 －

その他 480 966

営業外収益合計 4,753 3,154

営業外費用   

支払利息 12,666 16,301

支払手数料 7,140 8,396

その他 2,932 171

営業外費用合計 22,739 24,870

経常利益 107,524 84,009

特別損失   

関係会社事業損失引当金繰入額 3,416 －

特別損失合計 3,416 －

税金等調整前中間純利益 104,107 84,009

法人税、住民税及び事業税 43,351 20,969

法人税等調整額 △14,980 14,183

法人税等合計 28,371 35,153

中間純利益 75,736 48,856

親会社株主に帰属する中間純利益 75,736 48,856
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【中間連結包括利益計算書】

【中間連結会計期間】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

中間純利益 75,736 48,856

その他の包括利益   

繰延ヘッジ損益 4,203 1,813

為替換算調整勘定 7,537 10,039

その他の包括利益合計 11,741 11,853

中間包括利益 87,477 60,709

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 87,477 60,709
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年１月１日
　至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年１月１日
　至　2024年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 104,107 84,009

減価償却費 11,984 11,176

固定資産売却益 △1,345 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,353 2,804

関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少） 1,948 △579

受取利息 △917 △958

支払利息 12,666 16,301

助成金収入 △2,009 △135

営業未収入金の増減額（△は増加） △23,963 9,766

割賦売掛金の増減額（△は増加） △398,311 △151,162

棚卸資産の増減額（△は増加） 5,486 △14,033

営業未払金の増減額（△は減少） 19,168 15,358

契約負債の増減額(△は減少) 43,930 94,629

営業預り金の増減額（△は減少） 16,678 7,747

割賦利益繰延の増減額（△は減少） 9,313 4,229

その他 △3,347 △9,977

小計 △197,257 69,177

利息の受取額 379 958

利息の支払額 △12,934 △15,670

助成金の受取額 4,155 198

創業者功労金の支払額 － △50,000

法人税等の支払額 △34,972 △71,741

営業活動によるキャッシュ・フロー △240,630 △67,077

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の払戻による収入 － 6,519

定期預金の預入による支出 － △16,900

有形固定資産の取得による支出 △3,865 △3,817

有形固定資産の売却による収入 1,345 －

無形固定資産の取得による支出 △1,643 △2,300

敷金及び保証金の差入による支出 △5,882 △9,093

敷金及び保証金の回収による収入 1,852 1,447

その他 △188 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △8,381 △24,145

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 350,000 －

長期借入れによる収入 650,000 1,650,000

長期借入金の返済による支出 △1,112,570 △1,623,019

配当金の支払額 △63,459 △72,524

その他 △71 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △176,100 △45,544

現金及び現金同等物に係る換算差額 △111 1,033

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △425,223 △135,733

現金及び現金同等物の期首残高 2,592,384 2,451,432

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 2,167,160 ※ 2,315,698
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【注記事項】

（中間連結貸借対照表関係）

※１　棚卸資産の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

商品及び製品 72,481千円 92,029千円

仕掛品 9,142 11,652

原材料及び貯蔵品 24,582 16,879

計 106,206 120,561

 

※２　当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行８行（前連結会計年度は７行）と

当座貸越契約及び貸出コミットメント契約を締結しております。これらの契約に基づく当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（2023年12月31日）
当中間連結会計期間
（2024年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出コミットメント

の総額
1,980,000千円 2,980,000千円

借入実行残高 510,000 660,000

差引額 1,470,000 2,320,000

 

※３　財務制限条項

前連結会計年度（2023年12月31日）

当社グループの一部の借入金1,983,360千円（1年内返済予定の長期借入金を含む）について、純資産及び

利益等に関する一定の条件の財務制限条項が付されております。

 

当中間連結会計期間（2024年６月30日）

当社グループの一部の借入金1,700,058千円（1年内返済予定の長期借入金を含む）について、純資産及び

利益等に関する一定の条件の財務制限条項が付されております。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自 2023年１月１日

   至 2023年６月30日）

　当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日

   至 2024年６月30日）

広告宣伝費 377,028千円 353,696千円

支払手数料 161,608 156,971

給与手当 402,758 414,528

地代家賃 269,307 270,761

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のと

　　おりであります。

 
前中間連結会計期間

（自 2023年１月１日
至 2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自 2024年１月１日
至 2024年６月30日）

現金及び預金勘定 2,386,751千円 2,547,241千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △219,591 △231,542

現金及び現金同等物 2,167,160 2,315,698
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年１月１日　至　2023年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年２月14日

取締役会
普通株式 36,262 4 2022年12月31日 2023年３月13日 利益剰余金

2023年５月12日

取締役会
普通株式 27,196 3 2023年３月31日 2023年６月12日 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年８月14日

取締役会
普通株式 27,196 3 2023年６月30日 2023年９月11日 利益剰余金

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年１月１日　至　2024年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年２月14日

取締役会
普通株式 45,328 5 2023年12月31日 2024年３月12日 利益剰余金

2024年５月14日

取締役会
普通株式 27,196 3 2024年３月31日 2024年６月11日 利益剰余金

（注）2024年２月14日取締役会決議による１株当たり配当額については、記念配当１円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後とな

るもの

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年８月14日

取締役会
普通株式 27,196 3 2024年６月30日 2024年９月10日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、和服及び和装品の販売仲介を中心としたきもの関連事業の単一セグメントであるため、記載

を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、和服及び和装品の販売仲介を中心としたきもの関連事業の単一セグメントであり、主要な

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 

 

前中間連結会計期間

(自　2023年１月１日

至　2023年６月30日)

当中間連結会計期間

(自　2024年１月１日

至　2024年６月30日)

販売仲介手数料 1,352,204 1,339,488

和服及び和装品販売 507,002 473,377

縫製加工 289,547 343,379

その他 10,377 11,660

顧客との契約から生じる収益 2,159,132 2,167,906

その他の収益 50,048 51,360

外部顧客への売上高 2,209,180 2,219,266

 

（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年１月１日
至　2023年６月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年１月１日
至　2024年６月30日）

１株当たり中間純利益 8円35銭 5円39銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益（千円） 75,736 48,856

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（千円）
75,736 48,856

普通株式の期中平均株式数（株） 9,065,600 9,065,600

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　2024年２月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額………………………………………45,328千円

　②１株当たりの金額…………………………………５円00銭

　③支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年３月12日

（注）　2023年12月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

　2024年５月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額………………………………………27,196千円

　②１株当たりの金額…………………………………３円00銭

　③支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年６月11日

（注）　2024年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行いました。

 

　2024年８月14日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

　①配当金の総額………………………………………27,196千円

　②１株当たりの金額…………………………………３円00銭

　③支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2024年９月10日

（注）　2024年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2024年8月9日

日本和装ホールディングス株式会社

　　取　 締　 役　 会　　　　御　　中

 

有限責任監査法人トーマツ

　　　福　岡　事　務　所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 伊　藤　次　男

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 照　屋　洋　平

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本和装ホール

ディングス株式会社の2024年1月1日から2024年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年1月1日から2024

年6月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計

算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、日本和装ホールディングス株式会社及び連結子会社の2024年6月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期

中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続で

きなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構

成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認め

られないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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